
ヤマハ発動機 株式会社
産業用無人ヘリコプターの活用事例
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2016年2月17日
ヤマハモーターパワー
プロダクツ株式会社

石岡 修

Take off to The Next



本日のご説明内容

1． ヤマハの産業用無人ヘリコプター事業について

2． 農業分野における無人ヘリコプターの活用

3. 非農業分野における無人ヘリコプターの活用

4． 今後の事業展望
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開発経緯とモデルの変遷

西暦 開発の動き モデル

1983年 農林水産省の外郭団体「一般社団法人農林水
産航空協会」から産業用無人ヘリの開発委託
を受け、開発に着手。

RCASS
（研究開発機）

1987年 世界初の産業用無人ヘリ「R50」を開発し、
限定モニター販売を開始。翌1988年より
本格販売開始。

R50

1997年 新開発の姿勢制御システムを搭載し、基本
性能を大幅に向上した新型機「RMAX」
を発売。

RMAX

2003年 GPSによる速度制御機能を付加し、一層の
操縦安定性を実現した「RMAX TypeⅡG」
を発売。

RMAX 
TypeⅡG

2013年 高出力･低燃費･環境に配慮した４サイクル
エンジンを搭載し、薬剤搭載量のアップ
（24㍑）と信頼性を向上した次世代プラット
フォーム「FAZER」を発売。

FAZER



ラインナップ

モデル 特徴・搭載機能 用途 価格

RMAX TypeⅡG
姿勢制御システム
とGPS制御の組み
合わせによる安定
飛行を実現

農業
982万円
（税別）

RMAX L181
（L 232)

カメラ等搭載可能 測量/撮影 －

RMAX G1

コンピューター
プログラミング
による自動飛行

観測/監視/警備 －

FAZER（ﾌｪｰｻﾞｰ）

オートクルーズ
による安定散布が
可能

農業
1,173万円
（税別）

現在の製品ラインナップ
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広域アジア

ヨーロッパ
北米

オセアニア

国名：用途
保有機体数
（導入年～ ）

赤字＆枠は事業稼動中
青字＆枠は 事業リサーチ中

日本

韓国

海外における取組み

日本：水稲（水稲一環体系を含む）
・小麦・大豆・用途拡大

総登録 2,668機（’15年1月末
農水協データ）

（’89年～）

タイ：
事業化検討・水稲等
１機（’13年～）

欧州：参入準備中・葡萄
／研究機関 ４機(’00年～）

韓国：水稲・イタリアンライグラス等
ヤマハ登録 228機（’15年9月末現在）

（’03年～）

NZ：サンプル1機
（’1５年～）

豪州：除草散布開始
／鉱山・測量など検討

11機（’11年～）

2015年5月
無人ヘリ商用利用の
例外許可取得（FAA)

米国：研究機関 34機(’93～’05年）
事業化検討 葡萄等

７機（’12年～）
Ｎ社監視観測２機（’12年～）
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農作物防除機器の位置づけ（イメージ）

効率化・省力化

低コスト

大
規
模

小
規
模

乗用管理機

有人機

農業従事者は、散布規模や
コストなどにより防除機器
（形態）を選択

産業用無人ヘリコプター

動力防除機
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水稲防除カバー率と効率比較

■防除機器別 水稲防除カバー率（2014年/当社調べ）

食卓に上がるご飯お茶碗3杯
のうち1杯は無人ヘリが防除
（‘14年防除面積：延べ106万ha）

■防除機器別 散布効率比較（当社調べ）

防除機器（形態） 1ヘクタールあたりの散布時間

産業用無人ヘリ 10分

動力防除機 160分

乗用管理機 60分

※1ヘクタール＝10,000㎡（100m×100m）



産業用無人ヘリの普及（水稲）

水稲散布面積の推移

有人機

・1960年～80年代
にかけて活躍

・墜落事故、農薬飛散
問題などが多く発生

・年間約250機の販売
（全メーカー合計）

・国内で2,668機が
活躍（15年1月）

移行

散布面積（千ha)

無人ヘリ

2003年に逆転

有人機

無人ヘリ
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■観測・計測分野への取組み



■自律航行型無人ヘリコプターRMAX G1



■産業用無人ヘリコプターの活用

無人ヘリコプターを使用する理由とは？
◆無人ヘリでしかできない業務

【理由①】：危険で人が入れない

【理由②】：精度の高い計測やピンポイントでの観測を実施したい

◆無人ヘリで有利な業務

【理由③】：有人機より価格的に有利である

【理由④】：地上業務より作業効率の高い作業ができる

・噴火活動中の火山観測
・ガス噴出事故での状況把握

実施例：

実施例： ・低空からの放射線線量調査

・放射線下での科学的調査

・指定場所への観測装置の設置＆回収

実施例：

実施例：

・一定の規模での計測業務

・野積み保管での大規模棚卸し業務

ターゲット ： 有人機では狭小、地上業務では広大すぎる無人ヘリコプター

・砕石場等地形形状報告

ターゲット ： 無人ヘリコプターでしかできない業務

にフィットする業務



● 無人ヘリコプターが有利な業務

●★ 無人ヘリコプターでしかできない業務

●環境調査・計測

◇鳥取県鳥取市
⇒砂丘形状計測
◇広島県八幡高原
⇒植生調査業務

★防災＆学術業務

◇北海道樽前山
⇒火山観測業務
◇鹿児島県霧島
⇒地震計設置＆地磁気計測
◇鹿児島県桜島
⇒地震計設置＆地磁気計測
◇鹿児島県口永良部島
⇒地震計設置＆地磁気計測

◇神奈川県／宮城県
⇒砕石場形状業務
◇愛知県
⇒原材料棚卸し計測

●計測業務
●災害支援
◇三重県
⇒崖崩れ地形形状計測
◇静岡県
⇒地すべり地形形状計測

●災害復興

◇福島県
⇒線量率モニタリング調査
◇山形県
⇒地すべり地形形状計測

●環境調査

◇岩手県
⇒メガソーラー事前調査

●計測調査

◇宮城県
⇒噴気孔調査

●学術調査
◇北海道
⇒農地改良調査

●計測業務

◇茨城県
⇒再開発地形形状計測
◇東京都／神奈川県
⇒調整区地形形状計測

●

●

★

★
★

★

●

●

●
●
●

●

●
●

●
●

●

●

■観測・計測での全国の活用例

★撮影業務

◇東京都西之島
⇒HD撮影＆採取業務

★



■火山観測業務での活躍

★

★
★

★

★

★実施済み火山観測業務

樽前山

西之島

霧島新燃岳

桜島

口永良部島

◇樽前山／有珠山

実施業務内容： ・空中磁気測定

・地震計設置（実証テスト）

・火山灰採取（実証テスト）

◇霧島新燃岳／桜島／口永良部島

実施業務内容： ・空中磁気測定

・地震計設置

・火山ガス採取

◇西之島

実施業務内容： ・高精度４Kビデオ撮影

・定点カメラ撮影

・火山石採取

・船上離発着

★
有珠山

■防災・学術調査業務

■科学・教育番組撮影業務

２０１１年大震災以降の火山活動の活発化し、各地の火山で警戒レベルがアップしている。

火山活動による計測装置の破壊や噴気孔周辺への立入規制強化で無人ヘリコプター
での活躍が益々期待される。

桜島

霧島新燃岳

口永良部島

樽前山



■防災・学術調査業務（火山観測業務例）

３ｋｍ以上
地上局

活火山

火山観測業務イメージ

地震計

２ｋｍ以内立入禁止
火山ガス採取

空中磁気

・観測装置（地震計）設置＆回収業務

・空中磁気測定業務

・火山ガス採取

・静止画＆赤外線撮影業務

◇火山観測業務で無人ヘリコプターが実施できる主な業務

◇気象庁が規制している立入禁止エリア外から安全に業務か可能

◇人が入れない観測の空白エリアをカバーすることが可能

【メリット】



■防災・学術調査業務（地震計設置業務例）

安全エリア

地上局

活火山

地震計設置業務イメージ

２ｋｍ以内立入禁止

空中磁気

設置した地震計 設置＆回収用ウインチシステム 地上局でのリアル画像

地震計設置

地震計回収

立入禁止エリア≒観測空白エリア

地上局

＊ホバリング可能な無人ヘリコプターならではの特性



■防災・学術調査業務（空中磁気測定業務例）

安全エリア

地上局

活火山

空中磁気測定業務イメージ

２ｋｍ以内立入禁止

空中磁気
空中磁気測定

立入禁止エリア≒観測空白エリア

地上局

空中磁気計測装置搭載 センサー先端と計測装置 取得データ例

＊無人ヘリコプターの特性を活かし、対地高度を低く設定可能



■科学・教育番組撮影業務（西之島業務）

４ｋｍ以内立入禁止

火山岩採取装置

４Ｋビデオ撮影
（夜間撮影）

定点カメラ
設置＆回収

４ｋｍ以上

西之島

船上離発着装置
船上運用システム

西之島海上業務イメージ

西之島とRMAX G1 船上離発着システム 船上での準備

◇西之島業務のため新たに開発した技術

・船上離発着システム

・高精度４Ｋカメラ搭載装置

・火山岩採取装置



溶岩流 溶岩流の主流

船舶揺動安定装置４ｋｍ離れた船上から西之へ
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■科学・教育番組撮影業務（西之島業務結果）



■科学・教育番組撮影業務（西之島業務結果）

夜間飛行準備 定点カメラ回収

採取装置 採取した火山岩



低高度（５０ｍ）で詳細な放射性セシウムを計測し、高精度の線量率マップを作成し、有
人機で計測したデータと合成し、広範囲のマップを作成する。

◆５ｋｍ圏内線量計測（現在運用中～）

計測範囲（無人ヘリコプタ）

マップ作成
有人機軌跡

無人機軌跡

◆河川線量計測

放射性セシウムの沈着状況が変化することが予想される河川流域の詳細な放射性セ
シウムの沈着状況、空間線量率の分布状況を把握する。

高濃度ホットスポット発見
無人機軌跡

無人機軌跡

マップ作成

■福島線量率調査業務



■津波被災地 害虫駆除（2011年8月：石巻市）
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10年後の市場予測（無人機全体）

2025年に約20兆円市場に
その約87%が農業用途
（無人航空機は10兆円？）

※国際無人機協会

($M)

http://www.auvsifoundation.org/foundation
http://www.auvsifoundation.org/foundation
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今後の展望 無人航空機の活躍の場

■ 仕事量 ＝ ペイロード × 飛行時間

空
撮

観
測

監
視

測
量 輸送

50kg

40kg

30kg

20kg

10kg

10min 20min 30min 60min 120min～

農業

輸送

救命救助

電
動
ヘ
リ
領
域

エ
ン
ジ
ン
ヘ
リ
領
域

●エンジンヘリはペイロード、飛行時間
に優れているが価格が高い
●電動ヘリは価格が安いがバッテリーや
モーターの進化に依存しており、現在で
は30kg、30分というのが限界か？
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今後の展望 ヤマハ発動機の展開戦略

■①エンジンヘリの大型化、②電動小型ヘリの開発

空
撮

観
測

監
視

測
量 輸送

50kg

40kg

30kg

20kg

10kg

農業

輸送

救命救助

電
動
ヘ
リ
領
域

エ
ン
ジ
ン
ヘ
リ
領
域

現在のヤマハの事業領域

10min 20min 30min 60min 120min～



今後の事業展望

国内 海外

農
業
分
野

■就農者高齢化、ＴＰＰ、環境対応
などの課題対策で、省力化、コス
トダウン、精密農業の推進に寄与

■積載量拡大による水稲以外作物
への展開（畑作、果樹、運搬）

■プログラム飛行による更なる効
率と安全性の向上

■ＧＩＳとの統合による圃場管理シ
ステムとの活用

■水稲、畑作を中心に農薬散布
を展開中（韓国）

■ワイン葡萄畑や牧場の除草を
中心に農薬散布を検討中
（米国/豪州）

■さとうきび、パームヤシなど長尺
作物の農薬散布に展開（タイ）

非
農
業
分
野

■自動機により、観測、計測、空撮
など

■今後も規模は大きくないが、「人
ができない」仕事に着目し、展開
（インフラ点検、輸送など）

■害草の防除、ライフライン保守、
観測などを検討中
（豪州/米国）

■監視、観測、輸送用途を検討中
（米国などの先進国）
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今後の事業展望（輸送関連）
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■エンジンヘリは電動ヘリに比べて、ペイロード、飛行時間で優れているため
、「輸送」という仕事に適している

■離島や山林など交通インフラのない（または少ない）場所への輸送に最適
また災害時、交通インフラが遮断されてしまった地域への物資輸送にも利用
可能

■予め輸送のルート、下ろすポイントなどをプログラミングすれば、ほぼ無人で
飛ばすことが可能

■有人機との比較で非常に安価で輸送することが可能

現在、政府機関と離島への物資輸送
の実証試験を計画中



ご清聴ありがとうございました。
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